
○工事等に係る低入札価格調査基準価格及

び最低制限価格の設定について

［沿革］ 令和5年（2023年）3月31日水林総第1933号、6年（2024年）4月１０日水林総第69号改正

工事等に係る低入札価格調査基準価格及び最低制限価格等の設定について

このことについて、水産林務部所管の工事及び工事に係る委託業務の低入札価格調査

基準価格、最低制限価格及び失格基準価格について、次のとおり取扱いを定め、令和４

年５月１日以後に入札（電子入札の場合は開札）を行う工事及び工事に係る委託業務に

ついて適用することとしたので、事務処理を適正に行ってください。

なお、「工事等に係る低入札価格調査基準価格及び最低制限価格の設定について」（平成

14年10月29日付け水林総第2118号水産林務部総務課長通達）は、適用日をもって廃止し

ます。

記

１ 工事の低入札価格調査基準価格及び最低制限価格の設定

工事の低入札価格調査基準価格及び最低制限価格は、「工事等に係る低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度の基準の設定等について」（平成14年10月29日付け建情第4

93号農政部長、水産林務部長及び建設部長通達）（以下「基準設定通達」という。）の２

の(1)又は３の(1)から得た合計額を次の①又は②により端数処理した額に、100分の1

10を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格の10分の9.2を超える場合にあっ

ては、予定価格に10分の9.2を乗じて得た額（１円未満切捨て）とし、予定価格の10分

の7.5に満たない場合にあっては、予定価格に10分の7.5を乗じて得た額（１円未満切

上げ）とする。

①工事価格が1000万円以上の場合は10万円未満切上げ

②工事価格が1000万円未満の場合は1万円未満切上げ

２ 工事に係る委託業務の低入札価格調査基準価格及び最低制限価格の設定

工事に係る委託業務の低入札価格調査基準価格及び最低制限価格は、基準設定通達

の２の(2)又は３の(2)で委託業務の種類ごとに定める設定基準により得た額を次の①

又は②により端数処理した額に、100分の110を乗じて得た額とする。

令和４年（2022年）３月23日 水林総第2625号
部内関係各課長、各（総合）振興局産業振興部
水産課長、産業振興部林務課長、森林室森林
整備課長、石狩振興局森林室道民の森課長、
漁業研修所総務研修課長、北の森づくり専門学
院教務課長あて 水産林務部総務課長



①業務価格が1000万円以上の場合は10万円未満切上げ

②業務価格が1000万円未満の場合は1万円未満切上げ

また、一の契約の中に二以上の委託業務が含まれる場合は、委託業務の種類ごとに

端数処理した額の合計額に100分の110を乗じて得た額とする。

ただし、委託業務の種類ごとに定める設定基準により得た額が、「工事等に係る低入

札価格調査制度及び最低制限価格制度の事務手続について」（平成14年10月29日付け建

情第492号農政部長、水産林務部長、建設部長及び出納局長通達）第３の１の(1)のイ

からオ又は第４の１の(1)のイからオまでに定める範囲外となる場合にあっては、次の

とおりとする。

(1) 測量、地質調査以外の委託業務については、その額が予定価格の10分の8.1を超え

る場合にあっては、予定価格に10分の8.1を乗じて得た額（１円未満切捨て）とし、

予定価格の10分の６に満たない場合にあっては、予定価格に10分の６を乗じて得た

額（１円未満切上げ）とする。

(2) 測量については、その額が予定価格の10分の8.2を超える場合にあっては、予定価

格に10分の8.2を乗じて得た額（１円未満切捨て）とし、予定価格の10分の６に満た

ない場合にあっては、予定価格に10分の６を乗じて得た額（１円未満切上げ）とす

る。

(3) 地質調査については、その額が予定価格の10分の8.5を超える場合にあっては、予

定価格に10分の8.5を乗じて得た額（１円未満切捨て）とし、予定価格の３分の２に

満たない場合にあっては、予定価格に３分の２を乗じて得た額（１円未満切上げ）

とする。

３ 失格基準価格の設定

失格基準価格は、「低入札価格調査制度における調査事務等の取扱いについて」（平成

12年８月21日付け建情第865号農政部長、水産林務部長及び建設部長通達）の２から得

た合計額（１円未満切捨て）に、100分の110を乗じて得た額（１円未満切捨て）とす

る。

ただし、その額が予定価格の100分の87を超える場合にあっては、予定価格に100分

の87を乗じて得た額（１円未満切捨て）とする。

（管理係）



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 











 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

大 臣 官 房  技 術 調 査 課 

不動産 ・ 建 設経済局土地政策 課 

 

低入札価格調査基準の算入率・範囲の改定について 
 

 

国土交通省が発注する業務における低入札価格調査基準の算入率・範

囲を、令和６年度より以下のとおり改定します。（※詳細は別紙の通り。）  

これにより、業務のさらなる品質確保等に繋がると考えています。 
 

 

 

【改定項目】 

業務の低入札価格調査基準 

＜測量＞ 

・低入札価格調査基準の算定に使用する諸経費の算入率を 0.48 から 0.50 へ改定します。 

 

＜地質＞ 

・低入札価格調査基準の算定に使用する諸経費の算入率を 0.48 から 0.50 へ改定します。 

 

＜設計＞ 

・低入札価格調査基準の算定に使用する一般管理費等の算入率を 0.48 から 0.50 へ改定

します。 

・低入札価格調査基準の範囲を 0.60～0.80 から 0.60～0.81 に改定します。 

 

＜補償コンサルタント＞ 

・低入札価格調査基準の算定に使用する一般管理費等の算入率を 0.45 から 0.50 へ改定

します。 

・低入札価格調査基準の範囲を 0.60～0.80 から 0.60～0.81 に改定します。 

 

 

問い合わせ先       

【測量・地質・設計について】  

大臣官房技術調査課   課長補佐  高見  泰彦（内線 22333）  

TEL：03-5253-8111（代表）、TEL：03-5253-8221（直通）  

【補償コンサルタントについて】  

不動産・建設経済局土地政策課公共用地室  用地企画官  黒田  良一（内線 30142）  

TEL：03-5253-8111（代表）、TEL：03-5253-8270（直通）  

 



低入札価格調査基準の改定

現行 改定

測
量

地
質

設
計

・ 直接測量費 ×1.00

・ 測量調査費 ×1.00

・ 諸経費  ×0.48

・ 直接測量費 ×1.00

・ 測量調査費 ×1.00

・ 諸経費 ×0.50

設定範囲：60% ～ 82% 設定範囲：60% ～ 82%

・ 直接調査費 ×1.00

・ 間接調査費 ×0.90

・ 解析等調査業務費 ×0.80

・ 諸経費  ×0.48

設定範囲：2/3 ～ 85% 設定範囲：2/3 ～ 85%

・ 直接調査費 ×1.00

・ 間接調査費 ×0.90

・ 解析等調査業務費 ×0.80

・ 諸経費  ×0.50

・ 直接人件費  ×1.00

・ 直接経費 ×1.00

・ その他原価              ×0.90

・一般管理費等  ×0.48

・ 直接人件費  ×1.00

・ 直接経費 ×1.00

・ その他原価              ×0.90

・一般管理費等  ×0.50

設定範囲：60% ～ 80% 設定範囲：60% ～ 81% 

補
償
コ
ン

・ 直接人件費  ×1.00

・ 直接経費 ×1.00

・ その他原価              ×0.90

・一般管理費等  ×0.45

・ 直接人件費  ×1.00

・ 直接経費 ×1.00

・ その他原価              ×0.90

・一般管理費等  ×0.50

設定範囲：60% ～ 80% 設定範囲：60% ～ 81% 

低入札価格調査基準の見直しについて

○令和6年4月1日以降に入札公告を行う測量業務、地質調査業務、設計業務、補償コンサルタント（補償コン）業務を対象に、低入札価格
 調査基準の諸経費の算入率を0.48から0.50 （補償コン業務は0.45から0.50）へ引き上げ
○令和6年4月1日以降に入札公告を行う設計業務、補償コン業務を対象に、低入札価格調査基準の範囲の上限を80%から81%へ引き上げ

別 紙
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